別紙１
○予防規程追加事項について
１　地震に伴う津波が発生し、又は発生するおそれがある場合における施設及び設備に対する点検、応急措置等に関する、次の事項を予防規程に追加しなければなりません。
	予防規程追加事項
	予防規程に規定すべき内容

	従業員への連絡方法
	緊急時に音声が聞き取れない場所が存する場合や設備の破損、停電 、浸水等により通常使用している通信機器等が使用できない場合も考慮した、津波警報等の従業員への伝達方法

	
	海上及び河川において、陸上への移送等をするための船舶が、荷卸し等を行っている船舶関係者への伝達方法

	従業員等への安全確保等に係る対応
	地盤の液状化、構造物の破損、収容人員等を考慮した従業員等の避難経路、避難場所、避難方法等

	施設の緊急停止の方法、手順等
	設備の破損、停電及び浸水が発生した場合の対応

	
	津波襲来までの時間に応じた対応

	
	施設の緊急停止に伴い危険物を取り扱う装置等での異常反応や圧力上昇等により火災、流出等の事故が発生することがないよう、施設における危険物の貯蔵・取扱いの工程に応じた対応

	
	緊急停止に係る設備機能が作動しない又は操作できない場合の対応

	施設の緊急停止等の実施体制
	緊急停止等に対応できる時間が限られていることを考慮した、短時間で効果的に行うための判断基準、権限及び従業員の役割

	
	夜間や休日など、従業員等の少ない時間帯における実施体制

	従業員への教育訓練

	従業員等への連絡方法、従業員等への安全確保等に係る対応、施設の緊急停止の方法等、施設の緊急停止等の実施体制についての従業員への定期的な教育及び訓練

	入構者に対する周知
	従業員以外の入構者に対する避難に係る事項の周知


２　屋外タンク貯蔵所の所有者等の方は、津波により屋外タンク本体が移動等の被害を受ける等の被害形態が、津波浸水深、タンクの自重、タンクの内径、貯蔵危険物の重量等の状況により異なることから、それぞれの状況を踏まえ、可能な限り危険物の流出を最小限にとどめるための具体的な対策について検証を行い、対策を予防規程に追加しなければなりません。






